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　　　第２次うるま市行政改革大綱（平成２２年３月策定）に基づき、本大綱の推進項目を具体的かつ着実に推進するため、別紙のとおり
　　　実施計画を策定します。

１．実施計画の策定

２．計画期間
　　　本実施計画の期間は、２０１０年度（平成２２年度）から２０１４年度（平成２６年度）までの５年間とし、年度毎の取り組み・進
　　　捗状況を確認しながら、必要に応じて見直しを図ります。

３．数値目標
　　　具体的な数値目標が掲げられる項目については、市民に分かりやすい指標を用い、できる限り設定します。具体的な数値目標が設定
　　　しにくい項目については、取り組みの進み具合を達成度（％）で表示することとし、取り組みの段階に応じて下記の数値とします。
　　　　　調査・検討段階－２５％　　要綱等策定段階－５０％　　一部実施・試行段階－７５％　　実施段階－１００％

４．計画の推進体制
　　　第２次うるま市行政改革大綱及び本実施計画の取り組みは、「うるま市行政改革推進本部設置規程」に基づき、各部並びに消防本部、
　　　水道局及び議会事務局に設置される各部推進会議（各行政改革推進本部員（各部長等）が主宰し、所管する課等の長をもって組織す
　　　る会議）において具体的に実施するとともに、随時、行政改革推進本部に実施結果を報告することとします。

５．取り組み状況の報告と公表
　　　第２次うるま市行政改革大綱及び本実施計画に基づく取り組みを着実に推進するため、行政改革の進捗状況や成果について、「うる
　　　ま市行政改革推進本部」及び民間有識者や公募の委員で構成する「うるま市行政改革推進委員会」に適時報告し、様々な立場と観点
　　　から意見を求めるとともに、市の広報紙やホームページ等を通じて公表し、計画の実効性を確保します。
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推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 実施 実施 実施 実施 実施

（１）市民ニーズに合わせたサービスの提供 30 30 30 30 30 150

①窓口サービスの向上／ 指標 受講者数（人）

【１】庁内接遇研修の実施

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 要綱等策定 一部実施 一部実施 実施

（１）市民ニーズに合わせたサービスの提供 25 50 75 75 100 100

①窓口サービスの向上／ 指標 達成度（％）

【２】窓口開庁時間の延長

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 一部実施 実施

（１）市民ニーズに合わせたサービスの提供 25 25 50 75 100 100

②わかりやすい事務手続きの推進 指標 達成度（％）

【１】行政手続きの簡素化・迅速化

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 要綱等策定 実施 実施 実施 実施

（１）市民ニーズに合わせたサービスの提供 50 100 100 100 100 100

②わかりやすい事務手続きの推進 指標 達成度（％）

【２】コンビニ収納の導入（軽自動車税）

計画の段階

計画の段階

目標数値

目標数値

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計
画

計画の段階

目標数値

2

軽自動車税の収納については、平成23年度からの実施に向け、具体的な取り組みを行
う。期限内納付率の向上を目指す。
今後、その他の税・使用料等（市民税、固定資産税、国保税、介護保険料等）につい
てもコンビニ収納に向けた調査・検討を行う。軽自動車税のコンビニ収納を導入後
に、状況を確認し各課にて検討して、今後の指針を策定する。

（2-2職員課
福利厚生
係）

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計
画

総務部

計
画

年　度

計画および進捗

計画の段階

目標数値

№

4
総務部

（2-6納税課
滞納整理
係）

計
画

1

朝窓（定時前窓口開設）、夕窓（定時後窓口開設）、土日・祝日窓口な
ど、必要に応じた窓口開庁時間の延長を調査・検討し、可能な取り組みを
推進する。

3

外部講師を招いて実施する庁内接遇研修を毎年度実施する。

対市民の行政手続きについて、担当各課と調整し課題の発見に努め、押印
廃止や添付書類の免除など簡素化・迅速化に向けた取り組みを推進する。

総務部

総務部

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書
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推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 実施 実施

（１）市民ニーズに合わせたサービスの提供 25 50 75 100 100 100

②わかりやすい事務手続きの推進 指標 達成度（％）

【３】「役所ことば」言い換え手引き書の作成

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 方向性確認 実施

（２）行政情報化の推進による市民サービスの提供 25 25 25 50 100 100

①行政サービスの情報化の推進 指標 達成度（％）

【１】より効率的効果的な証明カードへの切り換え

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 方向性確認 実施

（２）行政情報化の推進による市民サービスの提供 25 25 25 50 100 100

①行政サービスの情報化の推進 指標 達成度（％）

【２】諸証明書自動交付機のシステム変更と機能強化及び増設

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（２）行政情報化の推進による市民サービスの提供 75 75 75 75 75 100

②地域情報化の円滑な推進 指標 達成度（％）

【１】地域イントラネットシステムの有効活用

計画の段階

計画の段階

目標数値

計画の段階

目標数値

現在導入している諸証明書自動交付機は市民カード仕様となっているが、
平成２３年以降の住基法改正やそれに伴う住基カード仕様変更・住基シス
テム改修等を見越した上で、自動交付機システムの本庁以外への設置、増
設、及び税証明等のメニュー追加を検討する。

（4-2市民課
住民基本台
帳係）

目標数値

目標数値

7
市民部

6

計
画

平成２３年以降の住基法改正に伴って住基カードの仕様変更や住基システ
ムの改修等が予想される。現在、導入している諸証明書自動交付機は市民
カード仕様となっているが、法改正や仕様変更も見越して、新規カードに
対応した自動交付機システムへ改めることも検討する必要があり、そのた
めの調査・検討を進める。

計
画

市民向けの文書や市民との対話において、「命令的な言葉や表現は使わな
い」「外来語や専門用語は言い換えや説明を加える」など、いわゆる「役
所ことば」の改善に向けて、手引き書を作成し、職員に周知徹底を図る。

（2-2職員課
福利厚生
係）

計画の段階
計
画

8
企画部

計
画

地域イントラネットで導入した地域ネットワークシステムを有効活用する
施策を調査検討し、多くの市民がＩＣＴ技術の利便性を享受できるような
事業を展開する。

（1-5情報課
情報推進
係）

5

市民部

（4-2市民課
住民基本台
帳係）

総務部
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推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 実施

（３）公共施設のサービス向上 25 25 25 25 100 100

①施設の弾力的運営 指標 達成度（％）

【１】公共施設サービスの見直し

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 実施

（３）公共施設のサービス向上 25 25 25 25 100 100

②公共施設の有効活用と整理統合 指標 達成度（％）

【１】公共施設再編計画の策定

１．市民の視点に立った行政サービスの推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（４）市民ニーズに則した地方分権改革の推進 75 75 75 75 75 75

指標 達成度（％）

【１】市民の利便性を図る行政手続きの権限（事務）移譲の受託

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・研究 調査・研究 一部実施 一部実施 実施

（１）市民の参画と協働の推進 25 25 75 75 100 100

②市民との協働の推進 指標 達成度（％）

【１】ＮＰＯ団体やボランティア団体等とのネットワーク構築

計画の段階

計画の段階

目標数値

計
画
目標数値

企画部

市内のＮＰＯ団体やボランティア団体に対する情報提供及びネットワーク
構築に向けた取り組みを関係機関と連携し推進する。

計画の段階

目標数値

9
総務部

計
画

公共施設の利用状況等実態を把握し、効果的な施設サービスの在り方を検
討する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計
画

10
総務部

計
画

市内公共施設の実態調査を行い、「公の施設の改革方針」に基づき、施設
の新設や統廃合を含め、より効率的な公共施設の設置計画を策定する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

11
総務部

市民の利便性向上につながる行政サービスについて、市で実施（手続き）
できるよう、国、県からの事務委譲を関係各課と連携しながら検討する。

12

計画の段階

目標数値

（1-1企画課
企画調整
係）

5



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・研究 要綱等策定 実施 実施 実施

（１）市民の参画と協働の推進 25 50 100 100 100 100

②市民との協働の推進 指標 達成度（％）

【２】地域協働推進の補助金創設

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（１）市民の参画と協働の推進 75 75 75 75 75 75

③地域協働の推進 指標 達成度（％）

【１】地域・各種団体と連携した公共施設の管理

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（１）市民の参画と協働の推進 75 75 75 75 75 75

③地域協働の推進 指標 達成度（％）

【２】地域自治会の発展支援

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・検討 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（１）市民の参画と協働の推進 25 75 75 75 75 75

③地域協働の推進 指標 達成度（％）

【３】自治公民館建設の促進
16

市民部

計
画

計画の段階

目標数値

地域活動の拠点である自治公民館建設を促進し、地域コミュニティ活動の
支援に努める。自治公民館建設にあたっては、地域の実情に応じて自治会
の統廃合を検討すると共に、複数の自治会が入居する合同自治公民館の建
設が可能かについて調査研究を行う。

（3-1市民生
活課自治振
興係）

地域協働の重要な担い手である自治会の自立・発展に向けた支援を強化す
るとともに、認可地縁団体化に向けた取り組みを促進し、自治会独自が自
立出来るよう努める。

（3-1市民生
活課自治振
興係）

15
市民部

計
画

計画の段階

目標数値

地域づくりに関わる多様な主体が、地域の課題やニーズに、主体的に取り
組むことを支援するため、地域協働推進の補助金を創設する。

14
総務部

計
画

地域や各種団体に関わりの深い公の施設（公園・体育施設等）について、
地域自治会や各種団体による指定管理者制度の導入や維持管理の協働を推
進する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計画の段階

目標数値

目標数値
計
画

13
企画部

（1-1企画課
企画調整
係）

計画の段階

6



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№
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２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 実施 実施 実施 実施 実施

（１）市民の参画と協働の推進 100 100 100 100 100 100

④パブリックコメント（意見提出手続）の定着 指標 達成度（％）

【１】パブリックコメント制度の継続実施

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 実施 実施 実施 実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 1 1 1 1 1 5

①情報公開及び個人情報保護制度の充実 指標 講習会（回）

【１】情報公開制度の充実

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 実施 実施 実施 実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 1 1 1 1 1 5

①情報公開及び個人情報保護制度の充実 指標 研修会（回）

【２】個人情報保護の意識啓発

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 一部実施 実施 実施 実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 75 100 100 100 100 100

②監査機能等の充実強化 指標 達成度（％）

【１】監査機能の充実強化

導入されたパブリックコメント制度を引き続き適用し、運用・実施する。
又、パブリックコメント制度に関する庁内及び市民への周知徹底を図る。

（1-1企画課
企画調整
係）

計画の段階

目標数値

計画の段階

目標数値

計画の段階

目標数値

17
企画部

計
画

18

例規等に則っり適切な情報公開に努めるとともに、情報公開制度に対する
職員の意識を高めるため、職員講習会を実施する。

（2-1総務課
行政係）

19
総務部

研修会の開催や資料提供等により、職員に対して個人情報保護の重要性に
ついて周知徹底を図り、個人情報の運用を厳密に実施する。

総務部

（2-1総務課
行政係）

20

計
画

計
画

監査委員事
務局

計
画

計画の段階

目標数値

ホームページ等を活用し、監査結果を公表することで、市の行政運営の透
明性を高めると同時に、職員の業務に対する問題意識を高め、より公正な
業務執行体制を推進する。

（11-5監査
委員事務局
監査係）

7



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・検討 調査・検討 一部実施 一部実施 一部実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 25 25 75 75 75 75

③市民への情報提供等の充実 指標 達成度（％）

【１】広報紙の充実強化

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・検討 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 25 75 75 75 100 100

③市民への情報提供等の充実 指標 達成度（％）

【２】ホームページの充実強化

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・検討 一部実施 一部実施 実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 25 50 75 100 100 100

③市民への情報提供等の充実 指標 達成度（％）

【３】議会情報の充実強化

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 一部実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 25 25 50 75 100 100

④審議会等の見直し 指標 達成度（％）

【１】審議会等の見直し

計画の段階

目標数値

計画の段階

計画の段階

目標数値

24

22

23
議会事務局

計
画

企画部

計
画

（1-3秘書広
報課広報広
聴係）

目標数値

21
企画部

計
画

広報紙の充実強化に向け、増ページや発刊回数の増などを検討する。

ホームページへの行政情報等の充実を図る。

（1-3秘書広
報課広報広
聴係）

ホームページへの更なる議会情報の充実を図る。

（11-2議会
事務局庶務
課・議事課
担当各係）

総務部

計
画

計画の段階

目標数値

市の各種審議会等の実態調査を行い、委員構成、委員数、類似性、委員報
酬の観点から必要な見直しを行う。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

8



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 調査・検討 一部実施 実施 実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 25 75 100 100 100 100

④審議会等の見直し 指標 達成度（％）

【２】審議会等の委員公募の推進

２．市民とのパートナーシップ（協働）による行政運営の構築 実施 実施 実施 実施 実施

（２）公正で透明性の高い行政運営の推進 25.9 27.0 28.0 29.0 30.0 30.0

④審議会等の見直し 指標 登用率(%)

【３】審議会等における女性委員登用の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 作成作業 公表準備 一部公表 公表 公表

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 25 50 75 100 100 100

①中長期的な視点に立った財政運営 指標 達成度（％）

【１】財政計画の策定と公表

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 一部実施 一部実施 実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 25 75 75 100 100 100

②経費の節減・合理化 指標 達成度（％）

【２】広告付き封筒の導入

目標数値

計画の段階

計画の段階

目標数値

25
総務部

各種審議会等の委員選定にあたっては可能な限り、市民からの公募を実施
するよう推進する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計
画

計
画

計
画

26
企画部

27
企画部

28
総務部

各課において、それぞれの事務事業に応じた広告付き封筒を作成するよう
推進する。

（2-1総務課
文書係）

計画の段階

毎年度、市の中長期的な財政計画を策定し、庁内ネットワークや広報紙、
ホームページ等により広く職員、市民へ周知する。

（1-4財政課
財政第２
係）

目標数値

各種審議会等の委員選定にあたっては、女性の登用数（率）の向上を図る
ものとし、庁内における意識啓発等に取り組む。

（2-2企画課
共同参画
係）

計画の段階

目標数値
計
画

9



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 75 75 75 75 75 75

②経費の節減・合理化 指標 達成度（％）

【３】変形勤務時間制度の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保

③歳入の確保 指標 市税徴収率（％） 86.19 87.45 88.87 89.00 90.00 90.00

【１】市税の収納率向上対策

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 89 90 91 92 92 92

③歳入の確保 指標 徴収率（％）

【２】国民健康保険税の収納率の向上及び滞納額の縮減

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 82 87 90 91 93 93

③歳入の確保 指標 現年度徴収率（％）

【３】市営住宅家賃の収納率の向上及び滞納額の縮減

計画の段階

目標数値
計
画

ア．業務形態に応じて、より効率的な変形勤務時間制度の活用を推進す
る。イ．時間外勤務の適正な運用を図り、体調不良防止等職員の健康管理
及び時間外勤務縮減を目的とする同制度を推進する。

（2-2職員課
人事係）

30
総務部

現年度滞納分の早期解消や特別徴収滞納事業所への指導強化に取り組むほか、滞納処
分を円滑に進めるための規則・マニュアル等の環境整備に努め、徴収率の向上を図
る。
また、滞納処分をより一層強化するために、不動産公売やインターネット公売を実施
するほか、電話催告センター（仮称）の設置に向けての調査・検討を行う。

（2-6納税課
滞納整理
係）

29
総務部

計
画

計
画

計画の段階

目標数値

計画の段階

目標数値

32
建設部

31
職員のスキルアップを図りながら、平成２１年度に設置した現年度対策班
を強化し、居所不明者の実態調査や徴収嘱託員と連携した戸別訪問及び口
座振替を推進し期限内納付の底上げを図る。また、滞納整理班による長期
滞納者の実態調査や納税指導及び差押え等の滞納処分を強化し滞納税額の
圧縮を図る。

市民部

計画の段階

目標数値

平成22年度より指定管理者制度に移行し、住宅使用料徴収の強化、収納率
の向上に努め、使用料納付の口座振替への推進を図り、長期滞納者につい
ては、滞納額の請求及び明渡請求の執行(提訴）に取組み、滞納の抑止、額
の縮減を図る。

（6-2建築工
事課住宅
係）

（4-4国民健
康保険課賦
課徴収係）

計
画

10



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 300,000

③歳入の確保 指標 売払・賃貸料（千円）

【４】市有財産の有効活用

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 一部実施 実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 25 25 75 100 100 100

③歳入の確保 指標 達成度（％）

【５】使用料・手数料の見直し

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 要綱等策定 一部実施 実施 実施

（１）自主性・自律性の高い財政運営の確保 25 50 75 100 100 100

③歳入の確保 指標 達成度（％）

【６】広告事業の導入

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（１）自主性・自立性の高い財政運営の確保 100 100 100 100 100 100

③歳入の確保 指標 達成度（％）

【７】有料広告の実施

35

広報紙及び市ホームページへの有料広告掲載を継続する。

（1-3秘書広
報課広報広
聴係）

34

計
画

33
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

市が所有する土地、建物等で低・未利用の財産について、財産管理システ
ムの活用及び実態調査等により、的確な把握を行い、随時、競争入札売
払、随意契約売払、貸付等により、市有財産の有効活用を積極的に推進す
る。

（2-3管財課
管財係）

使用料・手数料について、近隣及び類似自治体の状況等を把握し、受益者
負担の適正化の観点から、必要な見直しを検討する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

総務部

計画の段階

目標数値

公共施設や公用車への企業広告、雑誌スポンサー制度など広告事業の導入
を推進する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

総務部

計
画

計画の段階

目標数値

36
企画部

計
画

計画の段階

目標数値

11



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（２）事務事業の整理・合理化 75 75 75 75 100 100

①事務事業の見直し 指標 達成度（％）

【１】事務事業評価制度の導入・定着

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 要綱等策定 実施 実施 実施 実施

（２）事務事業の整理・合理化 75 100 100 100 100 100

①事務事業の見直し 指標 達成度（％）

【２】戸籍事務等の本庁一元化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（２）事務事業の整理・合理化 100 100 100 100 100 100

②補助金等の整理合理化 指標 達成度（％）

【１】補助金審査の継続実施

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（２）事務事業の整理・合理化 100 100 100 100 100 100

③公共工事　（イ）公共工事コストの縮減 指標 達成度（％）

【１】公共工事コストの縮減

計画の段階

目標数値

都市計画部

計画の段階

目標数値

計
画

37

事務事業評価制度の導入・定着によりＰＤＣＡサイクルの確立を図り、継
続的な事務事業の再点検・見直しを実施する。

補助金制度に関する指針に基づく補助金審査を継続実施し、審査結果に基
づいた対処方針の事後検証を行い、改善効果まで検証する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

総務部

計
画

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

総務部

計
画

39

40
公共工事については、国における「公共工事コスト縮減対策に関する新行
動指針」に沿って、従来から取り組んできた工事コストの低減だけでな
く、工事の時間的コストの低減、ライフサイクルコスト の低減、工事にお
ける社会的コストの低減、工事の効率性向上による長期的コストの低減を
含めた総合的なコスト縮減に努める。

（7-4検査課
総務係）

計画の段階

目標数値

38
市民部

計
画

計画の段階

目標数値

現在、各支所ごとに分散実施している戸籍事務（郵送による証明発行・犯
歴事務・成年後見人事務・戸籍届書の処理等）を本庁で一元化することに
より、さらに付加価値の高い市民サ－ビスを提供する。

（4-2市民課
戸籍係）

12



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（２）事務事業の整理・合理化 100 100 100 100 100 100

③公共工事　（ロ）入札・契約の適正化 指標 達成度（％）

【１】入札・契約の適正化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（３）行政の担うべき役割の重点化 75 75 75 75 100 100

①民間委託等の推進 指標 達成度（％）

【１】民間委託等の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（３）行政の担うべき役割の重点化 75 75 75 75 100 100

②指定管理者制度の活用 指標 達成度（％）

【１】指定管理者制度の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討

（３）行政の担うべき役割の重点化 25 25 25 25 25 25

③ＰＦＩ手法（民間活力による社会資本整備手法）の適切な活用の検討 指標 達成度（％）

【１】ＰＦＩ手法の適切な活用の検討

計画の段階

目標数値

計画の段階

目標数値

計画の段階

目標数値

公共事業において、民間の資金やノウハウを活用して社会資本の整備を行
うＰＦＩ手法の導入について検討する。

（1-1企画課
企画調整
係）

多様化する市民ニーズに、より効果的効率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力を活用しつつ、市民サービスの向上を図るとともに、経
費の節減等を図るため、引き続き、指定管理者制度の導入を推進する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計
画

総務部

市の事務事業を総点検し、法令等により行政機関が直接実施することとさ
れているものや、市自らが実施する必要があると判断されるものを除き、
可能な限り外部委託等を推進する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

41
都市計画部

計
画

計画の段階

目標数値

43
総務部

計
画

公共工事の入札・契約に対する信頼を確保するため、引き続き、「公共工
事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」及び「公共工事の入札及
び契約の適正化を図るための指針」により、公共工事の入札・契約につい
て、情報の公開をはじめとする更なる適正化に資する取組みを進める。

（7-4検査課
総務係）

42

44
企画部

計
画

13



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 方向性決定 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（４）行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織 50 75 75 75 100 100

①時代の変化に即応した柔軟で効率的な組織・機構の構築 指標 達成度（％）

【１】組織・機構の再編

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 実施 実施 実施

（４）行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織 75 75 100 100 100 100

②庁内分権の推進 指標 達成度（％）

【１】枠配分方式による予算編成

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（４）行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織 75 75 75 75 75 75

③県からの事務の権限移譲への対応 指標 達成度（％）

【１】事務移譲へ対応した組織の再編

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（４）行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織 75 75 75 75 75 75

④職員の流動体制の推進 指標 達成度（％）

【１】職員の流動体制の推進

組織の再編にあたっては、県からの事務（権限）移譲への対応を勘案しな
がら、受皿となる組織再編となるよう考慮する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

48
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

より現場・実務に応じた柔軟な予算編成が行えるよう、予算権限の一部を
各部長に移譲する一般財源の枠配分方式を引き続き実施する。又、経費削
減努力等に応じたインセンティブ制導入に向けた調査・検討を行う。

（1-4財政課
財政第１
係）

47
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

定員適正化計画の着実な実施、公の施設の再編計画、統合庁舎建設等を勘
案しながら、より効率的な組織・機構の構築に向けた取り組みを推進す
る。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

46
企画部

計
画

計画の段階

目標数値

45
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

職員の流動体制が効果的な業務を調査・検討すると共に、制度の内容を周
知し、積極的に活用するよう指導していく。

14



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 －

（５）定員管理及び給与の適正化 -35 -34 -34 -30 － -133

①定員管理の適正化 指標 職員削減数（人）

【１】定員管理の適正化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（５）定員管理及び給与の適正化 75 75 75 75 75 75

②給与の適正化 指標 達成度（％）

【１】給与の適正化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 完全実施 完全実施

（６）職員の意識改革と人材育成 75 75 75 100 100 100

①意識改革 指標 達成度（％）

【１】あいさつ唱和・業務確認朝礼の実施

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（６）職員の意識改革と人材育成 100 100 100 100 100 100

②人材育成 指標 達成度（％）

【１】職員研修の充実・強化

始業に備え、始業前に課又は係毎に、課長や係長のリーダーシップによ
る、あいさつ唱和や業務確認を行う朝礼を実施する。年に１回程度各課へ
の実施状況アンケート等を行い、未実施課等へ実施に向けた取組の協力推
進を図る。

（2-2職員課
福利厚生
係）

県外・県内研修への積極的な職員の派遣をはじめ、自治大学校への計画的
な派遣、職場での各種研修を実施する。

（2-2職員課
福利厚生
係）

51
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

50
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

49
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

関係部署との調整を行いながら、行政改革推進本部会議で決定された年度
毎の定員適正化計画に基づく職員削減を実施する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

52
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

ア．国・県に準じた給与制度の確立を図る。イ．人事評価制度を反映させ
た給与体系への移行を調査・検討する。

（2-2職員課
給与係）

15



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 試行 実施

（６）職員の意識改革と人材育成 25 25 50 75 100 100

②人材育成 指標 達成度（％）

【２】民間企業への職員派遣研修の実施

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（６）職員の意識改革と人材育成 75 75 75 75 75 75

②人材育成 指標 達成度（％）

【３】他自治体との人事交流の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（６）職員の意識改革と人材育成 7.4 8.0 8.5 9.0 9.5 9.5

②人材育成 指標 登用率(%)

【４】女性管理職員数（率）の向上の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（６）職員の意識改革と人材育成 20 20 20 20 20 100

③多様な人材の活用 指標 受講者数（人）

【１】専門職育成研修の導入

市町村アカデミー、全国市町村国際文化アカデミーの専門実務研修への積
極的な派遣やｅーラーニングを活用した専門知識習得研修、各種専門学校
等での専門資格取得に係る助成金の充実等を図る。

（2-2職員課
福利厚生
係）

国、県の機関への研修派遣による人事交流を継続すると共に、県外自治体
との姉妹都市等が締結された場合、積極的な研修人事交流を実施する。

（2-2職員課
福利厚生
係）

56
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

市内民間企業に対し、職員研修の受入についてアンケート等による調査と
派遣検討を行い、研修受入の要綱等を作成し、民間企業への職員派遣研修
を実施する。

（2-2職員課
福利厚生
係）

54
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

53
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

55

企画部・総
務部

計
画

計画の段階

目標数値

役所内における女性管理職員の積極的な登用を促進するともに、女性職員
の意識啓発やリーダ研修等の充実を図る。

（1-1企画課
共同参画
係・2-2職員
課人事係）

16



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施

（６）職員の意識改革と人材育成 75 75 75 75 75 75

③多様な人材の活用 指標 達成度（％）

【２】多様な人材の採用

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 試行 実施

（６）職員の意識改革と人材育成 25 25 50 75 100 100

④人事制度の確立 指標 達成度（％）

【１】人事評価制度の導入

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 一部実施 実施

（７）行政評価の推進 25 25 50 75 100 100

①行政評価の定着 指標 達成度（％）

【１】行政経営マネジメントの導入

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 要綱等策定 一部実施 一部実施

（７）行政評価の推進 25 25 50 75 75 75

②市民への説明責任 指標 達成度（％）

【１】外部評価委員会の創設

総合計画の進捗状況について、行政と住民が互いに確認し合える関係構築
を図るため、外部評価委員会を創設する。

（1-1企画課
企画調整
係）

総合計画後期基本計画のまちづくり目標に向けて、予算と人員を効果的に
活用するため、政策評価（施策評価・事務事業評価等）を実施計画や予算
編成に連動させる行政経営マネジメントの導入に取り組む。

（1-1企画課
企画調整
係）

60
企画部

計
画

計画の段階

目標数値

住民本位の行政を実現するためには、職員一人ひとりが、高い使命感と働
きがいを持ち、主体的に能力向上に取り組み、住民ニーズに即応できる人
材を確保することが不可欠である。そこで、業績評価と能力評価及び態度
評価からなる人事評価制度の導入を推進する。

（2-2職員課
人事係）

59
企画部

計
画

計画の段階

目標数値

高度な専門的な資格・知識経験を有する者を一般採用試験によりがたい場
合や職員育成に相当な時間を要す場合又は専門的な知識経験が急速に進歩
する技術に係る職種等については、社会人枠採用試験を実施する。

（2-2職員課
人事係）

58
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

57
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

17



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 一部実施 一部実施 一部実施

（８）行政情報化の推進による事務効率の向上 25 25 75 75 75 75

①事務の効率化 指標 達成度（％）

【１】庁内ネットワークの有効活用による事務の効率化・省力化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 試行 実施 実施 実施 実施

（８）行政情報化の推進による事務効率の向上 75 100 100 100 100 100

①事務の効率化 指標 達成度（％）

【２】電子決裁システムの導入検討

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 一部実施 一部実施 一部実施

（８）行政情報化の推進による事務効率の向上 25 25 75 75 75 75

②行政事務の情報化 指標 達成度（％）

【１】行政事務のシステム化、最適化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 一部実施 一部実施 一部実施 実施

（８）行政情報化の推進による事務効率の向上 75 75 75 75 100 100

②行政事務の情報化 指標 達成率（％）

【２】消防業務支援システムの有効活用

電算化されていない事務のシステム化、及び既存システムの最適化を推進
する。

（1-5情報課
情報管理
係）

消防OAシステムの火災報告等オンライン処理システムを活用し、火災報
告、防火対象物実態調査及び危険物事務規制の報告等を実施する。又、台
帳等作成を簡素化する為、支援システム機能の拡張を行う。

電子決裁の実施に向けて、システム登録等準備作業を進め、年次的に簡易
文書から試行する。

（2-1総務課
文書係）

63
企画部

計
画

計画の段階

目標数値

職員１人１台のネット系パソコンの配置

（1-5情報課
情報推進
係）

62
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

61
企画部

計
画

計画の段階

目標数値

64
消防本部

計
画

計画の段階

目標数値

（10-3予防
課調査係）

18



推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 方針決定

（９）外郭団体等の経営の健全化 25 25 25 25 100 100

指標 達成度（％）

【１】外郭団体の見直し

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 実施 － － －

（１０）上・下水道事業の経営の健全化 25 100 － － － 100

指標 達成度（％）

【１】民間委託の推進

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 実施 実施 実施 実施 実施

（１０）上・下水道事業の経営の健全化 100 100 100 100 100 100

指標 収納率（％）

【２】水道料金収納率の向上

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 一部実施 実施 － － －

（１０）上・下水道事業の経営の健全化 75 100 － － － 100

指標 達成度（％）

【３】経費節減等の財政効果

未収金の徴収対策を強化し収納率の向上に努める。

（12-2料金
課収納係）

水道局における定型業務について、民間委託を推進することにより経費節
減を行う。

（12-2料金
課調定係）

67
水道部

計
画

計画の段階

目標数値

66
水道部

計
画

計画の段階

目標数値

68
水道部

計
画

計画の段階

目標数値

現在、運用している水道事業の財務会計システム賃借、保守業務のコスト
の削減を目指すためにシステムの運用を見直し、かつ長期継続契約による
複数年契約をすることで、経費節減を図る。

（12-1水道
部総務課総
務係）

うるま市における外郭団体等の実態を調査し、その問題点等を整理し、見
直しの方向性を再確認する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

計画の段階

目標数値

65
総務部

計
画
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推　進　項　目　／　実　施　項　目 担当推進会議 平　成 平　成 平　成 平　成 平　成 総　括

取　組　の　概　要 （担当課係名） ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 合　計

年　度

計画および進捗
№

第２次うるま市行政改革大綱実施計画書

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査検討 調査検討 調査検討 調査検討 調査検討

（１０）上・下水道事業の経営の健全化 25 25 25 25 25 25

指標 達成度（％）

【４】下水道使用料金の適正化

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査検討 調査検討 実施 － －

（１０）上・下水道事業の経営の健全化 25 25 100 － － 100

指標 達成度（％）

【５】水道事業と下水道事業の組織統合

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 調査・検討 方針決定

（１１）広域行政の見直し 25 25 25 25 100 100

指標 達成度（％）

【１】効率的な広域行政への見直し

３．行政経営の視点に立った市政運営の推進 調査・検討 調査・検討 方向性確認 方向性確定 －

（１１）広域行政の見直し 25 25 75 100 － 100

指標 達成度（％）

【２】消防広域化等の調査研究

71
総務部

計
画

計画の段階

目標数値

国、県の施策を考慮しながら、より効率的な周辺市町村との広域的な連
携・協力を推進するとともに、これまでの広域行政全般について、その必
要性やあり方などについて検証し、必要な見直しの方向性を決定する。

（2-7行政改
革推進室行
政改革推進
係）

70

水道部、建
設部

計
画

計画の段階

目標数値

69
建設部

計
画

計画の段階

目標数値

平成20年度に下水道使用料金を改定したところであるが、今後の社会、経
済情勢や市の下水道施策の状況に応じて、下水道使用料金の適正化に向け
た調査検討を継続する。

(6-3下水道
課　業務
係）

計画の段階

目標数値

沖縄県消防広域化等研究協議会における消防広域化等の検討にあたって
は、うるま市消防広域化等検討委員会において、本市の状況を十分に調
査・研究し、全庁的な意見集約を図りながら慎重に取り組みを進める。

（10-1消防
総務課総務
係）

72
消防本部

計
画

上下水道事業は、機構や業務内容に共通点が多く、組織統合により、組織のスリム化、共通経費の削減、共通事務の

合理化を行い、市民ニーズへの対応やサービスの向上といった効果を生み出すことを目標とする。今後、特に増加が

見込まれる管理業務や施設の更新等重要な施策に取り組まなければならない。更に組織の再編を行い、経営の健全

化、透明化を図り、効率・効果的な事業運営を遂行する。下水道事業の地方公営企業法適用は厳しい状況にあり、当

分見送る。又、市民利便性とサービス体制を充実させるためには、水道と下水道も統合庁舎への入居が必要不可欠で

ある。

（12-１水道
部4課各係、
6-3下水道課
各係）
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